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Ⅰ　はじめに

　₂₀₀₈年 ₇ 月に新潟県で制定された新潟県歯科保
健推進条例₁）を端緒として，地方自治体における
歯科口腔保健の推進に関する条例（以下，「歯科保
健推進条例」）制定の動きが全国に広がりを見せて
いる₂）.

　こうしたなか，₂₀₁₁年 ₈ 月には，国においても
歯科口腔保健施策を総合的に推進することを目的
とした「歯科口腔保健の推進に関する法律」（以
下，「歯科口腔保健法」）が公布・施行された₃）．

*₁ 新潟大学大学院医歯学総合研究科福祉学分野
E-mail：ohcuhi@dent.niigata-u.ac.jp

特別報告

歯科口腔保健法・条例の概要と今後の 
歯科口腔保健対策

大内　章嗣*₁

背景：₂₀₁₁年 ₈ 月，「歯科口腔保健の推進に関する法律（歯科口腔保健法）」が公布・施行された．一方で，
₂₀₀₈年 ₇ 月に制定された「新潟県歯科保健推進条例」を端緒として，地方自治体で条例制定の動きが
続いている．この背景には，成人・産業保健分野を中心に歯科保健対策の法的基盤が脆弱であるとの
歯科関係者の問題意識とともに，誤嚥性肺炎の予防を始め，口腔の健康と全身の健康の関係に関する
様々な知見が広く一般にも共有されてきたことがある．

内容：現在の地域保健・健康増進対策に関する法体系の中で，地域保健法を始めとした各法律は，歯科保健
をも対象として立法されており，歯科口腔保健法は，歯科口腔保健施策の総合的推進という観点から
地域保健法・健康増進法と連携・補足する基本法的性格となっている．歯科口腔保健法では口腔の健
康は国民が健康で質の高い生活を営む上で基礎的かつ重要な役割を果たしていると明記するとともに，
他の関係施策・関係者との相互連携・協力による総合的な施策の推進，厚生労働大臣による基本的事
項の策定等を規定している．₂₀₁₂年 ₇月に相次いで告示された基本方針（健康増進法），基本指針（地
域保健法）には，基本的事項（歯科口腔保健法）等の内容が反映されている．一方，新潟県に始まっ
た条例制定の動きは，₂₉道府県₂₃市区町に広がり，今後も続くと見られる．

提言：国民の口腔状況は大きく改善しているものの，う蝕の個人・地域間格差，糖尿病などの生活習慣病対
策等との連携，在宅要介護高齢者等への対応など課題が多く残されている．歯科口腔保健法・条例の
制定を契機として，健康で質の高い生活の実現という視点から，住民・幅広い保健医療福祉関係者を
交えて真摯な議論を行い，地域のニーズに基づいた歯科口腔保健施策が一体的に展開されるようにな
ることを期待する．

〔日健教誌，₂₀₁₃；₂₁（₁）：62-69〕
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　もともと，成人・産業保健分野を中心に生涯を
通じた歯科保健対策を推進するための法的基盤が
脆弱であることが指摘されており₄），こうした歯
科保健医療関係者の問題意識が歯科口腔保健法や
歯科保健推進条例制定の大きな背景要因となって
いたと言える．
　一方で，口腔ケアによる誤嚥性肺炎の予防効果₅）

や，糖尿病や肥満と歯周病の関係₆）など，口腔の
健康と全身の健康との関連を示す様々な研究成果
が報告されるようになってきた．こうした研究成
果を踏まえ，介護予防サービスとして運動器の機
能向上，栄養改善と並んで口腔機能向上が位置づ
けられるなど，歯科口腔保健対策は歯科疾患の予
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防を目的としてそれ単独で行うものから，介護，
医療，栄養改善・健康増進などに関わる様々な職
種・関係者と連携しながら，相互に関連した一体
的な取組として展開すべきものへと変化してきて
いる．
　こうした認識が広く一般まで浸透しつつあるこ
とが歯科口腔保健法の制定や歯科保健推進条例が
全国に大きな広がりを見せていることの，もう一
つの要因となっていると考えられる．
　本稿では，こうした背景と現状を理解するため
に，地域保健・健康増進対策の推進体制における
歯科口腔保健法・条例の位置づけと役割について
整理するとともに，歯科口腔保健法の概要および
地方自治体における条例制定の状況について概説
し，今後の歯科口腔保健対策の展開について述べ
ることとしたい．

Ⅱ　地域保健・健康増進対策の法体系と歯科
口腔保健法・条例

₁．地域保健法・健康増進法と歯科保健の関係

　現行の地域保健・健康増進対策に関する法体系
は，保健所等の地域保健推進体制の整備を目的と
した地域保健法と，健康診査，保健指導等の実際
のサービス（健康増進事業）の効果的な推進をは
かるための健康増進法を全体の基盤としている .

　地域保健法では，戦後全面改正された保健所法
の時から，保健所の行う事業として「歯科保健
（当初は「歯科衛生」）に関する事項」が法律本文
に明記されている．健康増進法でも厚生労働大臣
が定める基本方針の内容を規定する条文として，
「食生活，運動，休養，飲酒，喫煙，歯の健康の保
持その他の生活習慣に関する正しい知識の普及に
関する事項」と法律本文で規定している．このよ
うに，地域保健・健康増進対策の基盤となる両法
律とも歯科保健対策をも包含した法律であること
が明かである．
2 ．各個別法における歯科保健の位置づけ

　地域保健法，健康増進法を基盤としながら，実
際の健康診査や保健指導等の事業は母子保健法，

学校保健安全法等の各個別法の規定に基づき実施
されている．地域保健法および健康増進法が歯科
保健も視野に入れているように，各個別法におい
ても歯科保健を除外している訳ではない．
　しかし，各ライフステージ毎に実施されている
健康診査等の事業をみると，歯科保健分野につい
ては特に成人期以降の対策が極めて貧弱となって
いる．
　成人期以降，歯科健康診査の実施が義務づけら
れているのは，酸，黄りん等を扱う労働者を対象
とした特殊健康診査としての歯科健診のみである．
また，健康増進法に基づく市町村健康増進事業と
して，歯周疾患検診が位置づけられているものの，
骨粗鬆症検診等と同様，あくまで市町村の努力義
務という位置づけにとどまっている．歯周疾患検
診については，受診率が極めて低率であることが
指摘されており₇），こうしたことが，歯科保健医
療関係者から，「歯科口腔保健対策を推進するため
の法的基盤が弱い」と言われる大きな理由となっ
ていた．
3 ．歯科口腔保健法・歯科保健推進条例の位置づ

けと役割

　地域保健法，健康増進法，各個別法のいずれに
おいても歯科保健を包含，少なくとも除外はして
いないことから，今回制定された歯科口腔保健法
は，生涯を通じた歯科口腔保健施策の総合的かつ
効果的な推進を図るという観点から，地域保健法，
健康増進法と連携しつつ，歯科口腔保健領域に特
化した補足を加えるという，基本法としての位置
付け₈）となっている（図 ₁）．
　一方，地方自治体が制定する条例は，当然，国
の法令に反する内容を規定することはできないが，
逆に歯科口腔保健対策のように国の法令規定が詳
細に整備されていない領域ではその自由度は大き
いと言える。住民の健康確保に第一義的な責務を
有しているのは市町村と，これを広域的・専門的
見地から支援する都道府県であり，地域の実情に
応じた歯科口腔保健施策を効果的かつ継続的に実
施していくための基盤としての歯科保健推進条例
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の役割は極めて大きい．

Ⅲ　歯科口腔保健法の概要

　歯科口腔保健法は全₁₅条から構成され，その内
容は ₁）目的， ₂）基本理念， ₃）責務， ₄）国
および地方自治体が講ずる施策， ₅）基本的事項
の策定等， ₆）口腔保健支援センターその他の ₆
項目に整理することができる．
　以下，項目毎にその概要およびポイントについ
て述べる．
₁ ．目的（第 ₁条）

　第 ₁条では，口腔の健康について，国民が健康
で質の高い生活を営む上で基礎的かつ重要な役割
を果たしていると明記している．これは口腔の健
康がすべての国民にとって生活に直結した身近な
課題であることに加え，口腔の健康と全身の健康
の関係についての近年の知見を反映したものと言
える．
　また，国民の歯科疾患の予防に向けた取組が口
腔の健康の保持に極めて有効であるとし，歯科口
腔保健の推進に関する施策を総合的に推進するこ
とにより，国民保健の向上に寄与することを法の
目的としている．

2 ．基本理念（第 2条）

　歯科口腔保健に関する施策を展開するうえでの
基本原則として次の ₃項目を規定している．
①　国民自らが，生涯にわたって歯科疾患の予防
に向けた取組を行うとともに，歯科疾患の早期
発見・早期治療に繋がるよう促進していくこと．

②　各ライフステージにおける口腔状態や歯科疾
患の特性に応じ，適切かつ効果的に施策を推進
すること．
③　保健・医療・福祉・労働衛生・教育等の関連
施策と有機的な連携をはかりながら，それら関
係者の協力を得て，総合的に施策を推進してい
くこと．
　①，②は₈₀₂₀運動に代表される，生涯を通じた
歯科保健対策のこれまでの考え方を踏襲したもの
といえるが，これに加えて，関係施策・関係者と
の連携による総合的な施策の推進を基本理念とし
て明示していることは，今後の方向性を示唆する
ものとして特記に値する．
3 ．責務（第 3～ 6条）

　第₃条では，国および地方自治体の責務として，
歯科口腔保健施策の策定および実施を規定してい
る．
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図 ₁　地域保健・健康増進対策の法体系と歯科口腔保健法の関係
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　また，第 ₄条では，歯科医療または保健指導に
従事する者に対する努力義務として，①歯科口腔
保健に資するよう，他の関連業務に従事する者と
の緊密な連携を図りつつ，業務を適切に行うこと，
②国および地方自治体が行う施策へ協力すること
が規定されている．
　なお，ここでは第 ₆条以降で用いられる「歯科
保健指導」と区分して「保健指導」として規定し
ており，この条文の対象者には歯科医師等の歯科
専門職に限らず，保健指導に従事する医師，保健
師，管理栄養士等が広く含まれている．
　その他，第 ₅条では，法令に基づき健康の保持
増進のための事業を行う者に対する努力義務とし
て，国および地方自治体が行う歯科口腔保健施策
に協力するよう努めること，また，第 ₆条では，
国民に対し，正しい知識を持ち，生涯にわたり自
ら歯科疾患の予防に取組むよう努めることなどを
規定している．
4 ．国および地方自治体が講ずる施策（第7～₁₁条）

　ここでは，国および地方自治体が講ずべき具体
的施策として，①歯科口腔保健に関する知識等の普
及啓発（第 ₇条），②国民が定期的に歯科検診等を
受けること等の勧奨（第 ₈条），③障害者等の定期
的な歯科検診および歯科医療の受診機会を確保す
るための施策（第 ₉条），④個別的または公衆衛生
的見地から行う効果的な歯科疾患の予防のための
措置等（第₁₀条），⑤口腔の健康に関する調査及び
研究の推進等（第₁₁条）の ₅項目を規定している．
5 ．基本的事項の策定等（第₁2・₁3条）

　第₁₂条では，上記第 ₇～₁₁条の規定に基づき国
および地方公共団体が講じる各施策の総合的な実
施に関し，厚生労働大臣が，方針や目標，計画等
の基本的事項を定めることを規定している．
　また，第₁₃条では，厚生労働大臣の定める基本
的事項を勘案しつつ，地域の状況に応じて，都道
府県知事が基本的事項を定めるよう努力義務を課
している．
6 ．口腔保健支援センターその他（第₁4・₁5条）

　第₁₄条で，国および地方自治体に対し，必要な

財政上の措置等を講ずるよう努めることを規定し
するとともに，第₁₅条では，都道府県及び保健所
を設置する市・特別区は口腔保健支援センターを
設置することができる旨規定している．
　口腔保健支援センターの機能としては，法文上
「第 ₇条から第₁₁条までに規定する施策の実施のた
め，歯科医療等業務に従事する者等に対する情報
の提供，研修の実施その他の支援を行う」と規定
されている．
　これまで，地方自治体や歯科医師会に，障害者
等に対する歯科治療をはじめとした対人歯科保健
医療サービスを提供する機関として，口腔保健セ
ンターが設置されてきた．一方，今回規定された
口腔保健支援センターは，地域の様々な関係者と
の連携のもと，施策の企画・立案や関係者等との
連絡調整といったコーディネート機能により重点
を置いた地域の専門的拠点を想定したものと言え
る．

Ⅳ　基本的事項と健康日本2₁（第 2次）

　歯科口腔保健法第₁₂条の規定に基づく「歯科口
腔保健の推進のための基本的事項」（以下，「基本
的事項」）が₂₀₁₂年 ₇ 月₂₃日に告示された₉）．基本
的事項では，歯科口腔保健の推進のための基本方
針，目標，計画，都道府県及び市町村の基本的事
項の策定に関する事項等について示している．
　これは厚生科学審議会地域保健健康増進栄養部
会のもとに設置された歯科口腔保健の推進に関す
る専門委員会および同WGを中心に検討が行われ
たものである．
　地域保健健康増進栄養部会では，時を同じくし
て，健康増進法の基本方針（いわゆる「健康日本
₂₁（第 ₂次）」）および地域保健法の基本指針改正
の審議も行われており，それぞれ₂₀₁₂年 ₇月₁₀日，
同年 ₇月₃₁日に告示されている．
　当初の健康日本₂₁の時から，対象 ₉分野の一つ
として「歯の健康」が含まれていたが，第 ₂次で
も， ₅つの基本的方向性の ₅番目として「栄養・
食生活，身体活動・運動，休養，飲酒，喫煙及び
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歯・口腔の健康に関する生活習慣及び社会環境の
改善」という形で歯科が位置づけられている．
　表 ₁に示すように基本的事項で示された₁₉の目
標値のうち，₁₀の目標が健康日本₂₁（第 ₂次）の
歯・口腔の健康に関する目標としても設定されて

いる．
　今回，健康寿命の延伸や健康格差の縮小等の全
体の目標を実現するための基本要素という位置づ
けで，栄養・食生活，身体活動・運動等ともに
歯・口腔の健康が位置づけられたことは，歯科口

表 ₁　歯科口腔保健法に基づく基本的事項における目標と健康日本2₁（第 2次）の関係

項　　　　　　　　目 現　状*₁ 目　標*₁ 健康日本
₂₁*₂

第一　歯科疾患の予防に関する目標

（₁）乳幼児期：健全な歯・口腔の育成
　 ① ₃歳児でう蝕のない者の割合の増加 ₇₇.₁ ₉₀
（₂）学齢期：口腔状態の向上
　 ①₁₂歳児でう蝕のない者の割合の増加 ₅₄.₆ ₆₅
　 ②中学生・高校生における歯肉に炎症所見を有する者の割合の減少 ₂₅.₁ ₂₀
（₃）成人期（妊産婦である期間を含む）：健全な口腔状態の維持
　 ①₂₀歳代における歯肉に炎症所見を有する者の割合の減少 ₃₁.₇ ₂₅ 〇
　 ②₄₀歳代における進行した歯周炎を有する者の割合の減少 ₃₇.₃ ₂₅ 〇
　 ③₄₀歳の未処置歯を有する者の割合の減少 ₄₀.₃ ₁₀
　 ④₄₀歳で喪失歯のない者の割合の増加 ₅₄.₁ ₇₅ 〇
（₄）高齢期：歯の喪失の防止
　 ①₆₀歳の未処置歯を有する者の割合の減少 ₃₇.₆ ₁₀
　 ②₆₀歳代における進行した歯周炎を有する者の割合の減少 ₅₄.₇ ₄₅ 〇
　 ③₆₀歳で₂₄歯以上の自分の歯を有する者の割合の増加 ₆₀.₂ ₇₀ 〇
　 ④₈₀歳で₂₀歯以上の自分の歯を有する者の割合の増加 ₂₅.₀ ₅₀ 〇

第二　生活の質の向上に向けた口腔機能の維持・向上における目標

（₁）乳幼児期及び学齢期：口腔機能の獲得
　 ① ₃歳児での不正咬合等が認められる者の割合の減少 ₁₂.₃ ₁₀
（₂）成人期及び高齢期：口腔機能の維持・向上
　 ①₆₀歳代における咀嚼良好者の割合の増加 ₇₃.₄ ₈₀ 〇

第三　定期的に歯科検診又は歯科医療を受けることが困難な者に対する歯科
口腔保健における目標

（₁）障害者・障害児：定期的な歯科検診・歯科医療の推進
　 ①障害者支援施設及び障害児入所施設での定期的な歯科検診実施率の増加 ₆₆.₉ ₉₀
（₂）要介護高齢者：定期的な歯科検診・歯科医療の推進
　 ①介護老人福祉施設及び介護老人保健施設での定期的な歯科検診実施率の増加 ₁₉.₂ ₅₀

第四　歯科口腔保健を推進するために必要な社会環境の整備における目標：
歯科口腔保健の推進体制の整備

　 ①過去 ₁年間に歯科検診を受診した者の割合の増加 ₃₄.₁ ₆₅ 〇
　 ② ₃歳児でう蝕がない者の割合が₈₀％以上である都道府県の増加 ₆都道府県 ₂₃都道府県 〇
　 ③₁₂歳児の ₁人平均う歯数が₁.₀歯未満である都道府県の増加 ₇都道府県 ₂₈都道府県 〇
　 ④歯科口腔保健の推進に関する条例を制定している都道府県の増加 ₂₆都道府県 ₃₆都道府県

*₁：現状値および目標値は特に単位を示さない限り，割合（％）を示す．
*₂：〇印の項目が健康日本₂₁（第 ₂次）の「歯・口腔の健康」の目標値としても設定されている．
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腔保健法の第 ₁条で謳われた「国民が健康で質の
高い生活を営む上で基礎的かつ重要な役割を果た
す」との規定とも合致し，より望ましい形になっ
たのではないかと考える．
　加えて，地域保健法の基本指針においてもがん
対策，肝炎対策と並んで，地域の歯科口腔保健の
推進に関する項目が追加され，図 ₁に示した ₃法
の相互連携関係が具体化する形になっている．

Ⅴ　歯科保健推進条例の制定の広がりと意義

　条例制定の動きの発端となった「新潟県歯科保
健推進条例」は，県歯科医師会および子供の歯を
守る会が中心となって行った，自由民主党県議団，
県行政等への働きかけを契機としている．条例案
は₂₀₀₈年 ₆月定例議会に議員提案として提出され，
同年 ₇月₁₁日の本会議で可決成立した₁₀）．
　その後，こうした動きは全国に広がり，₂₀₁₂年
₁ 月₁₀日現在，₂₉道府県で条例が制定されてい
る₁₁）．法律の委任に基づかない全くの政策条例で
あるにも関わらず，新潟県条例の制定から ₄年半
の間に ₆割強の都道府県で条例が制定されたこと
になる．残る₁₈都府県の中でも，現在策定準備あ
るいは検討中としているところが₁₅府県あり，今
後も都道府県における条例制定は続いていくもの
と見られる．
　こうした動きは市町村へも広がっており，これ
までに₁₇市 ₁ 区 ₅ 町において条例が制定されてい
る₁₁）．
　このような急速な広がりをみせた背景には，国
において，与野党それぞれから歯科口腔保健の推
進に関する法案を国会提出する動きがあったもの
の，いずれも成立にいたっていなかったこと，地
方分権・地方自治の流れの中で，地方議会におい
ても政策立案機能の強化が求められていること等，
様々な要因が複雑に関与しているものと言える．
　しかし，地域住民の健康の確保に第一義的な責
務を有する地方自治体の議会において，地域住民
の代表者たる議員の賛同を得て，歯科保健推進条
例が可決・成立したことは，大きな意味を持つ．

歯科口腔保健の重要性が地域住民に共通する切実
な課題として認知され，生涯を通じた効果的な歯
科口腔保健対策を確実に実施するよう，主権者で
ある地域住民から負託されたことを意味するから
である．法律の要請に基づかない，いわゆる任意
的政策条例がこのような大きな広がりを見せたこ
とは，今後の歯科口腔保健対策を進めるうえで極
めて大きな意味を持っている．

Ⅵ　今後に向けて

　当初の健康日本₂₁の目標値のベースラインと
なった₁₉₉₃年時点では₈₀₂₀達成者は₁₁.₅％であっ
た．これが₂₀₁₁年歯科疾患実態調査では₃₈.₃％と
なるなど，国民の口腔状況は大きく改善してきて
いる．しかし，う蝕は全体として減少傾向にある
とは言え，個人間・地域間の格差の問題が指摘さ
れている．さらに青壮年期からの歯肉炎・歯周病
予防や壮年期以降急増する根面う蝕の対策など，
従来からの歯科疾患対策として残された課題も多
い．
　加えて，糖尿病をはじめとした生活習慣病対策
や食育等との効果的な連携，要介護高齢者や障害
者等に対する地域ケア体制の中での総合的な歯科
口腔保健医療提供体制の構築など，今後益々重要
になっていく課題がある．これらに対応するため
には，食育，成人・産業保健関係者，介護・障害
福祉関係者をはじめとした様々な関係者と相互に
連携しながら新たなモデルを構築していくことが
不可欠である．
　是非とも，歯科口腔保健法の制定や，歯科保健
推進条例の制定を契機として，住民をはじめ幅広
い関係者を交えた率直な議論が行われることを期
待したい．
　歯科口腔保健法の目的や基本理念等が提示して
いるように，歯科専門職と他の関係者が健康で質
の高い生活の実現という最終目標を共有し，相互
の理解・協力のもと一体的な取組みを進めていく
ことが求められており，これを実現することは双
方にとっても相乗的な成果をもたらすものである。
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Overview and prospects of national law and prefectural/ 
municipal ordinances for dental health promotion

Akitsugu OHUCHI*₁

Abstract
Background: The Dental and Oral Health Promotion Law has been promulgated and enforced in Japan since 

August ₂₀₁₁. The measure stemmed from a rising awareness among dental professionals that the existing 
system of laws promoting lifelong oral health was insufficient, especially for adults and workers. Moreover, 
the relationship between oral health and systemic health is widely recognized, as in studies demonstrating 
the role of oral care in preventing aspiration pneumonia.

Contents: The Dental and Oral Health Promotion Law in Japan is interpreted as a basic concept law to compre-
hensively promote oral health. Within the text of this law, oral health is presented as a basic and important 
component to achieving optimal health and high quality of life. Toward its enforcement, the law prescribes 
integrated promotion of dental and oral health policies based on mutual coordination with other related 
activities and persons, among other means. Meanwhile, local ordinances for oral health promotion have so 
far been established in ₂₉ prefectures and ₂₃ cities and towns. Such expansion of the dental and oral health 
promotion movement is expected to continue.

Recommendations: Recently, the status of oral health in Japan has significantly improved, but many problems 
remain. In particular, regional and interindividual gaps in dental caries status must be closed and greater 
coordination with lifestyle-related disease interventions established. Moving forward, serious discussions will 
be held with key community members on oral health policies for achieving healthy and high-quality lives for 
all. On this platform, comprehensive community-based oral health policies will then be promoted nationwide.

〔JJHEP, ₂₀₁₃；₂₁（₁）：62-69〕
Key words: the Dental and Oral Health Prmotion law in Japan, local ordinance for dental health promotion, 
dental health promotion measures

*₁ Division of Social Welfare, Department of Oral Health and Welfare, Graduate School of Medical and Dental 
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